
   

   

みやぎ材利用拡大行動計画 

 

 
 

 

 

 

 

 

宮  城  県 

平成２９年３月 

 

 

 

   



目   次 

 

１．計画の基本的事項                                           

 （１）計画策定の趣旨・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 

 （２）計画期間・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

  （３）計画の対象・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

  （４）用語の定義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 

 

 

２．行動計画と目標                                 

 （１）木材利用の基本的方向・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 

 （２）県が整備する公共建築物における木造・木質化の推進・・・・  ６ 

 （３）公共工事における県産材利用の推進・・・・・・・・・・・・  ９ 

 （４）物品等の県産木製品導入の推進・・・・・・・・・・・・・・  12 

  

 

３．推進体制                                              

 （１）行動計画の推進体制・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  13 

  （２）各組織の役割・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  13 

 

 

参考資料                                                  

 （１）本県の森林・林業・木材産業の現状・・・・・・・・・・・・  15 

 （２）木材利用の意義・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  16 

 （３）木材利用の効果・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  18 

（４）木材利用推進に係る取組み・・・・・・・・・・・・・・・・  18 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜表紙の写真＞ 

・大河原警察署青根駐在所（木造新築） 

・土木工事における木材利用 

・庁舎案内板の木質化 

・宮城県グリーン製品（看ばつ君） 



- 1 -

１．計画の基本的事項

（１）計画策定の趣旨

（森林が果たす重要な役割）

県土の６割を占める森林に対する県民の要請は，木材生産はもとより，水源のかん

養，県土の保全といった公益的機能のほか，レクリェーションや文化・教育的利用な

ど，ますます多様化している。近年では，地球的規模で進行する温暖化の防止に向け，

二酸化炭素吸収源としての森林や林業に対する関心が国民的レベルで高まってきてい

る。

（本県森林・林業の現状）

住宅着工数の減少や代替資材の進出等による木材需要の減退から，本県の林業生活

動や木材関連産業は長期にわたって低迷を続けており，木材の利用と植栽が繰り返さ

れるべき本来の持続的な林業経営が困難となるなど，一部では森林の荒廃等による公

益的機能の低下が懸念される状況にある。

（木材の特性と利用推進の意義）

木材は，鉄やアルミなどに比べてはるかに環境負荷の少ない再生産・再利用の可能

な循環型資源であるほか，その優れた断熱性や柔軟性は消費者である多くの県民に対

して健康的な居住空間や潤いのある生活環境を提供する。また，その利用拡大は，本

県産業の重要な地位を占める林業・木材産業の振興にとっても極めて効果が大きい。

さらに，木質バイオマスを原油や石炭等の化石資源の代替エネルギーとして利用する

ことにより二酸化炭素の排出を抑制し，木の伐採又は間伐により発生する未利用の木

質バイオマスの有効な利用を図ることができる。近年では，ＲＣ造に代わる新しい木

質建材として注目されているＣＬＴ（直交集成板）にＪＡＳ（日本農林規格）が制定

される等，建築分野でのＣＬＴの活用が期待されている。

（優良な県産材の供給体制）

これまで営々と造成されてきた本県の森林資源は，本格的な利用の時期を迎えてい

る。また，県産材の利用促進を図る上で課題であった安定供給体制は，流通加工関係

者の結集により平成18年７月「みやぎ材利用センター」が整備されるなど，県産材

利用推進に向けた環境も整いつつある。
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（東日本大震災からの復興に向けて）

東日本大震災は，県内の建築物や産業に甚大な被害を与えたが，県民，事業者の努

力により，復旧・復興の途上にある。木材を積極的に利用することで，関連産業の振

興や雇用の確保など，県内の経済に与える効果は大きい。

（行動計画策定の目的）

県産材の利用拡大を図っていくためには，住宅のみならず幅広い分野において木材

の利用推進を啓発していく必要があり，そのためには，多くの県民の目に触れる公共

建築や公共工事，物品購入等において県が率先して県産材の利用を推進し，民間需要

の先導役としての役割を果たしていくことが重要かつ効果的である。この取組を実効

性あるものとするため，平成１９年１月に「みやぎ材利用拡大行動計画」を策定した。

計画の中で掲げた目標は，公共施設の木造・木質化や公共工事で利用が拡大したこと

からおおむね達成することができた。

平成２２年１０月には，公共建築物等木材利用促進法が施行されたのを受け，平成

２３年１０月に県として方針を定めた。その方針の具体的な取組を進めるため，「み

やぎ材利用拡大行動計画」を改定した。この計画の中で掲げた目標は，「県が整備す

る公共建築物の木造・木質化の施設数」については達成することが出来たが，「公共

工事における県産材利用量」については東日本大震災後に減少し，目標達成には至ら

なかった。宮城県震災復興計画における「発展期」を迎えるに当たり，創造的復興の

実現に向けて一層の木材利用の推進を図るとともに，木材利用の新規需要等木材産業

を取り巻く情勢の変化を踏まえ，「みやぎ材利用拡大行動計画」を再度改定し，引き

続き県産材の利用の拡大に取り組むものである。
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県産材（みやぎ材）利用推進の意義

（２）計画期間

平成２９年度から平成３３年度までの５年間とする。

（３）計画の対象

県が整備する公共建築物，公共工事並びに物品の購入とする。

（４）用語の定義

○「県産材（みやぎ材）」とは，宮城県内の森林から生産された木材を，原則として

県内の製材施設等において加工された製品をいう。

○「間伐材」とは，森林の健全育成及び木材の利用を目的に，適正な間隔で抜き伐り

を行った際に発生する木材をいう。

○「木造化」とは，施設の構造上主要な部分（柱・梁・桁等）を木材（集成材等を含
はり けた

む。）主体で建築することをいう。

○「木質化」とは，新築，既設の改修を問わず施設の内外装を木材で施工することを

いう。

波及効果
県民運動への展開

○ＣＯ2の一時固定

○災害に強い県土づくり
○公益的機能の高度発揮
○CO2固定

○化石燃料削減
○CO2排出抑制

○木材の生産・供給拡大
○合法性・持続可能性の
　 確保された素材の購入

○木製品の生産・供給拡大
○合法性，品質・規格
　 の確かな製品の提供

民間事業者 県民

○
森
林
資
源
の
循
環
利
用
体
制
の
確
立

森林

○木材利用を推進する意義の普及啓発・意識の醸成
○ゆとりと温もりのある生活環境の創造
○地球温暖化防止等，広義の環境問題へ個人が参加することの充足感
○環境保全意識の高まりによる社会貢献活動の企業イメージアップ効果

○林業所得の向上
○林業経営意欲の向上

C
O
2
放
出

木材の再利用

マテリアルリサイクル

○地域産業の振興・活性化
○質・量的生産能力向上

吸収

サーマルリサイクル

○森林整備（伐採等）の促進
○産地(伐採地)の証明

○再造林（植林）
生産拡大

流通拡大

利用拡大

木材産業・木材製品流通
（みやぎ材利用センタ－・各流通関係者等）

森林所有者
林業関係者

宮城県
（施設・公共工事・物品等）での木材利用
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○「公共建築物」とは，以下のような建築物をいう。

学校，社会福祉施設（老人ホーム，保育所，福祉ホーム等），病院・診療所，運

動施設（体育館，水泳場等），社会教育施設（図書館，公民館，青年の家等），

公営住宅，庁舎，公務員宿舎，公共交通機関の旅客施設及び高速道路の休憩所

（併設される商業施設を除く）の建築物等

○「宮城県グリーン製品」とは，グリーン購入の促進に資すると認められる環境物品

等で、具体的には県内の循環資源等（間伐材など）を使用した製品が該当する。
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２．行動計画と目標

（１）木材利用の基本的方向

県産材利用の推進は，県民に快適な生活環境を提供するばかりでなく，本県林業

及び木材産業の振興に大きく寄与するとともに，県土保全や温暖化防止など諸機能

の持続的な発揮につながるといった多面的かつ重要な意義を持つ。

このため，県は次のとおり行動指針を定め，公共部門において率先して県産材の

利用を図り，市町村，民間事業体及び県民等への波及に努める。

行 動 指 針

１ 県が整備する公共建築物の計画に当たっては，木造・木質化に取り組むとともに，

県産材の積極的な活用に努める。東日本大震災により被害を受けた公共建築物の復

旧・復興の際には，県産材をできる限り利用し，木造・木質化の推進を図る。

２ 公共工事の計画に当たっては，コンクリートや鋼材等の資材から木材への利用を

推進し，県産材を活用した工法・製品を積極的に採用する。

３ 物品等の調達に当たっては，合法性※の証明された県産材製品及び間伐材製品等

を優先して調達する。

４ 各部局は県産材利用拡大の共通認識に立ち，連携して情報収集や意見交換に努め

るとともに，普及啓発活動を展開し，市町村や民間事業体，県民の理解を深める。

※木材の合法性：伐採に当たり，当該国における森林に関する法令に照らし手続が適正になされた木材
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（２）県が整備する公共建築物における木造・木質化の推進

１ 公共建築物の整備に当たっては，関係法令，構造，設置場所，コスト等の制約を

受けるものを除き，別表１「宮城県が整備する公共建築物の木造・木質化基準」に

基づき，木造・木質化を推進する。

２ 木造・木質化に当たっては，積極的に「県産材」の活用を推進し，構造耐力上主

要な部分に用いる製材及び丸太の規格は，原則として，「優良みやぎ材」，日本農林

規格（JAS）に適合するもの等を利用する。

３ 県は公共建築物へ暖房器具やボイラーを設置する場合は，木質バイオマスを燃料

とするものの導入に努める。

４ 各分野の取組方針は別表２のとおりとし，計画期間内に６０施設以上を目標に木

造・木質化に取り組む。

学校施設の内装木質化

標示の木質化（案内・室名板）

宮城県グリーン製品

パッセジャータ

木造公共施設（森林学習施設）



別表１

1,000m2以下 1,000m2超～3,000m2以下 3,000m2超

庁舎（研修

所等を含

む）

庁舎，管理事

務所，車庫等

３階建て以下で設

計上の工夫により

可能な場合は，木

造とする

居室（会議室等），

廊下，ロビーの壁面

宮城県が整備する公共建築物の木造・木質化基準

建築物

の用途
対象施設

建築物の規模（１棟当たり延べ床面積）
木質化する主要部位

学校，運動

施設等

各種県立学校

（高等学校，

大学，特別支

援学校等）

２階建て以下のも

のは原則，木造と

する

２階建て以下のものは原

則，木造（2,000m2以上

のものは準耐火建築物）と

する

３階建て以下で設

計上の工夫により

可能な場合は，木

造とする

居室（各種教室，保

健室，応接室等），

玄関，廊下の壁面及

び床

体育館，水泳

場，スポーツ

練習場

２階建て以下のも

のは原則，木造と

する

２階建て以下のものは原

則，木造（2,000m2以上

のものは準耐火建築物）と

する

床，壁面，各付帯設

備（更衣室，トイレ

等）の壁面

病院・診療

所等

入院施設有り ２階建て以下のものは原則，木造（２階部分が

300m2以上のものは準耐火建築物）とする

居室（病室，面会

室，食堂等）の壁

面，床入院施設無し ２階建て以下のものは原則，木造とする

社会教育・

文化施設

図書館，美術

館，博物館等

２階建て以下のも

のは原則，木造と

する

２階建て以下のものは原

則，木造（2,000m2以上

のものは準耐火建築物）と

する

２階建て以下で設

計上の工夫により

可能な場合は，木

造とする

居室（各種展示室，

会議室等），廊下，

ロビーの壁面

地域振興施

設等

公会堂，集会

所等

２階建て以下で客

席が200m2未満の

ものは原則，木造

とする

２階建て以下で客席が

200m2未満のものは原

則，木造（2,000m2以上

のものは準耐火建築物）と

する

居室，玄関，廊下の

壁面，床

社会福祉施

設等

老人ホーム，

保育所，福祉

ホーム等

２階建て以下で，法令の範囲内で可能なものは

原則，木造とする

居室（入所者室，食

堂，集会室等共用部

分）の壁面，床

宿泊施設 体験交流施

設，観光施設

等

２階建て以下のものは原則，木造（２階部分が

300m2以上のものは準耐火建築物）とする

居室，通路の壁面，

床

主たる居室，玄関，

廊下の壁面，床

警察施設 駐在所 原則，木造とする 主たる部位

その他施設 展示場，飲食

店，観光施設

（宿泊施設を

伴わないもの

に限る）トイ

レ，休憩所，

公共交通機関

の旅客施設，

高速道路の休

憩所等

２階建て以下のものは原則，木造（２階部分が

500m2以上のものは準耐火建築物）とする

多数の県民が利用す

る共用部分の壁面，

床

３階建て以下のものは原則，木造とする

住宅 県営住宅（災

害公営住宅を

含む），職員

宿舎等

3階建て以下のものは木造（3階建てのもの及

び2階建てで2階の部分面積が300㎡以上のも

のは準耐火建築物）とし，建て方は，設計上の

工夫により可能な場合を除き，原則として戸建

て又は長屋建てとする

２階建て以下で設

計上の工夫により

可能な場合は，木

造（２階部分が

300m2以上のも

のは準耐火建築

物）とする
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別表２

県が整備する公共建築物における取組方針

取 組 分 野 取 組 方 針

公共建築物全般 ○建物の建設や改修の計画に当たって，木造・木質化のための技
術指導や木材の利活用の助言を行う。（土木部営繕課）

○木造・木質化を行う施設については，建築工事特記仕様書等に
おいて可能な部位について「県産材，宮城県グリーン製品の活
用に努めること。」を明記する。

○建築工事特記仕様書において，「コンクリート型枠用合板を使用
する場合は，スギ間伐材を利用した宮城県グリーン製品の活用
に努めること。」を明記する。

庁舎関係施設 ○庁舎の改修・修繕に当たっては，床，腰壁等において県産材の
活用を推進する。

＜今後の計画＞
・総合案内板や室名版の木質化

森林体験交流施設 ○新設や修繕する施設については，特記仕様書等で「県産材」の
指定を行う。

＜今後の計画＞
・こもれびの森森林科学館の木造改築

県立学校施設 ○建築条件を総合的に勘案し，可能な限り県産材による木造を推
進する。

○可能な限り腰壁及び手摺り並びに壁に県産材使用を推進する。
＜今後の計画＞
・屋外トイレ，倉庫，部室等を木造とすることに努める。
・後者の腰壁，手摺り等に使用することに努める。
・体育館の壁等に使用することに努める。

警察施設 ○新築する駐在所等にあっては，原則木造とする。また，可能な
限り県産材を活用する。

○上記以外の新設する施設については，可能な範囲で木質化を図
り，県産材を活用する。

○木造・木質化する施設の計画に際しては，県産材の利用を検討
する。

＜今後の計画＞
・木造化：駐在所等
・木質化：各種施設
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（３）公共工事における県産材利用の推進

１ １工事現場・１木製品運動を展開する。

２ 各分野の取組方針は別表３のとおりとし，目標については下記のとおりとする。

現 況 第３期目標

宮城県グリーン
製品利用件数 １，３９８件 １，６００件
（件／年）

（※ 現況は平成２４年度から平成２７年度までの累計利用件数）

木製標識柱木製階段・チップ舗装

木製治山施設 木製工事名標示板枠
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別表３
公共工事における県産材利用の推進方向

◎共通事項（県公共土木工事全般の取組）

推 進 項 目 推 進 の 方 向

１工事現場・１木製品運動の ○各公共工事担当者が木材利用の理解を深めるため
展開 の普及啓発活動として展開する。

○工事の設計・施工に当たって，すべての工事現場
で木製品の活用を検討する。

宮城県グリーン製品認定制度 ○品質等を総合的に判断し，利用が可能な場合には
を利用した，県内産間伐材を 優先して調達する。
使用した製品の利用促進 ○県単独事業等における調達価格の基準については，

汎用製品に比して１.２倍程度までの価格の認定製
はんよう

品は積極的に活用し，基準を超える場合において
も主務課と協議の上，利用を促進する。（参考：平

成17年10月25日付け事管第275号土木部長通
知。）

（グリーン製品の一例）

看バリ君
（バリケード）

コンクリート型枠合板

Ｏ＆Ｄウッドデッキ
（デッキ通路）

マルチング材，
バーク舗装資材
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◎個別事項（製品，工法ごとの具体的の取組）

推 進 項 目 推 進 の 方 向

土木構造物等（工法） 各公共土木工事計画に即
した県産材活用工法（土留
工等木製構造物及び丸太筋
工等木材活用工法）を現場
条件に合わせて積極的に推
進する。

河川護岸工 河川の現場条件に応じて，
木質系護岸（板柵工，杭柵工，

さく くいさく

粗朶法枠等）を積極的に計画
そ だ

し，県産材活用を推進する。

チップ舗装工 各種事業における遊歩道
整備等へ県産材を活用する。

型枠用合板 原則として，県産材複合
型枠用合板を標準仕様とす
る。
（特記仕様書へ明記する。）

工事名標示板枠 現場条件等を勘案しなが
ら，可能な限り枠材に県産
材を活用する。

暗渠排水疎水材 ほ場整備事業等において，
あんきよ

県産材チップを活用する。

柵 各部局・分野において計
さく

（安全柵，手摺り等を含む。） 画される柵工について，可
さく さく

能な限り県産材を活用する。

視線誘導標（デリネーター）， 県道，農道，林道等道路
丸太伏工，道路標識柱ほか道路 事業の簡易な工作物におい
附属施設（衝撃等に対する強度 て，施設の維持管理を考慮
の伴わないもの。） しながら県産材活用を推進

する。
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（４）物品等の県産木製品導入の推進

１ 物品等を購入する場合には，グリーン購入促進条例（平成18年宮城県条例第22

号）に基づき策定する「グリーン購入の推進に関する基本方針」及び「グリーン購入

の推進に関する計画」に従い，県産間伐材製品等の利用を推進する。

２ 県産間伐材製品の宮城県グリーン製品認定を推進するとともに，利用が可能な場

合には，優先的に調達する。

３ 木製名札の着用推進を図り，木材利用の意義について普及促進を図る。

木製名札 県産木製品

県産材合板テーブル 宮城県グリーン製品(書棚)

スギ集成材デスクマット 机上名札
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３．推進体制

（１）行動計画の推進体制

２）各組織の役割

○木材利用推進連絡会議

「県産材」の利用推進について，情報を交換しながら推進方策等について合意形

成を行う全庁的な組織

①行動計画の策定，進行管理

②県産材利用推進に向けた検討と情報の発信

③木材及び木材利用の普及啓発

○幹事会

具体的な数値目標を含めた行動計画の検討と円滑な運営を行う

①連絡会議の事前調整

②各ワーキンググループの意見の集約・整理

木材利用推進連絡会議
（庁内各部・各課）

行動計画の策定，進行管理

庁内啓発普及の促進

事務局
技術・製品情報の

提供等 連絡調整，情報収集
同幹事会 成果等の管理

行動計画の検討，情報交換

需給情報

公共土木工事 公共建築物 物品購入等
W.G W.G W.G

活用促進策等 活用促進策等 導入促進策等 要請等

林業・木材業界

庁内各部局・各課（各地方機関） 品質・性能の向上
新製品の開発

県産材利用の推進 コストの削減

安定供給

市町村・民間企業・県民へのＰＲ
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○各ワーキンググループ

公共建築物・公共土木工事・物品等購入の各分野担当者で組織。現状や課題の把

握と分析，新たな利用方法の検討等を行う。

①工法や技術，新たな製品等についての検討や需給情報の交換。

②購入・契約方法等の検討

○事務局

需給情報等の整理，提供，連絡会議の連絡調整

①需給情報（市場動向，生産者情報・製品情報など）の収集，提供

②ホームページ等による行動計画実施状況や各課取組等の紹介，ＰＲ

③関係業界等に対する要請や提案

④地域における木材利用拡大に向けた取組との連携
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参考資料

（１）本県の森林・林業・木材産業の現状
■林業・木材産業の低迷

木材需要の大宗を占める住宅着工の減少
や代替素材の進出などから，県内の林業及
び木材産業は長期にわたって低迷している。

本県の木材需要はピーク時の1/3まで減
退（製材用）し，素材生産から流通加工に
至る県内の林業・木材関連産業は極めて厳
しい経営環境にある。

また，森林の荒廃による公益機能の低下
等も懸念され，県民生活にとって極めて重
要な森林機能を高度に発揮させていくため
には，持続的な林業生産活動を維持してい
くことが必要となっている。

■森林資源の充実
一方，本県の木材資源は着実に充実しつつあり，針葉樹人工林（民有林）について言え

ば，十分利用が可能な35年生以上の森林が全体の約７割以上を占めるなど，今後本格的な
利用の時期を迎える。
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新設住宅着工戸数の動向（単位：戸）

在来軸組 ２×４ プレハブ
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県内製材所数の推移（出力別）

7.5～22.5kw未満 22.5～37.5kw未満

37.5～75.0kw未満 75.0～150.0kw未満
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(２) 木材利用の意義
県土の６割を占める森林は，木材生産のほか，水源のかん養，県土の保全，生物多様性

の確保など高度で多様な公益的機能を発揮している。特に，地球的規模で進行する温暖化
の防止に向け，二酸化炭素吸収源としての森林やその育成産業である林業の重要性が増し
ており，京都議定書や新たに策定された国の森林・林業基本計画では，森林の役割や木材
利用の新たな意義が大きく位置付けられている。

■森林を育て地球環境に貢献する木材利用

※資料：林野庁ホームページ

■木材は優れた自然・健康素材
木材は，鉄やアルミ，コンクリー

トなどに比べて，はるかに環境負荷
の少ない自然素材であり，再生産・
再利用の可能な循環型資源である。

また，その優れた断熱性や柔軟性
は，消費者に快適で健康的な居住空
間を提供し，その利用推進は，県民
の安全で潤いのある生活環境や循環
型社会の形成に寄与する。
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②素材の熱伝導率比較
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合板
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鋼材
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①製造時消費エネルギー比較
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※出典

①「木質系資材等地球環境影響調査報告書」

(財)日本木材総合情報センター(1994)

②「木材工業ハンドブック」

③「木材利用啓発推進調査事業報告書」

(財)日本木材総合情報センター

■木材は炭素(二酸化炭素)放出量の少ないエコ素材
木材は，鉄やアルミなどに比べ，製造時の炭素放出量が極めて少ないエコ素材である。

各種材料の製造時における炭素放出量

※資料：林野庁「カーボンシンクプロジェクト推進調査事業」

■林業・木材産業振興への寄与
木材利用の推進は，生産額が600億円に達する本県林業・木材産業，ひいては本県産業

振興に大いに寄与する。
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（３）木材利用の効果

■間伐材利用による環境効果の試算
＜間伐の効果＞
①木材の成長が促進される（二酸化炭素の吸収・蓄積機能が高まる）
②林の中が明るくなり，植生が豊かになる（水源かん養機能が高まる）
③土壌が保全される（土砂流出防止機能が高まる）

＜間伐の遅れた林分＞ ＜間伐を実施した林分＞

本県の森林が有する公益的機能の評価総額１兆７００億円／年のうち，間伐により顕著に効果を

発揮すると考えられる「水源かん養」，「土砂流出防止」及び「大気保全」機能は，計７９００億円

／年（ha当たり189万円／年)。これを，上記の考え方で間伐材製品に換算すると，189万円／ha・

年×５年÷20m3／ha＝47万3000円／m3，すなわち，

１m3の間伐材を使うことで，４７万３０００円の環境効果が得られる と試算できる。

（４）木材利用推進に係る取組

■県産材の合板化利用
本県にある全国有数の合板企業３社及び森林組合等素材生産事業体に対して，新たに県

産材（スギ）加工ラインの整備や素材安定需給体制づくりの支援を行った結果，間伐材な
どの需要が増大しつつある。
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宮城県素材生産量の推移（単位：千m3）

製材用 チップ用 合板用

つまり，約20m3の間伐材

製品を使うことで１haの

間伐実施が期待できる。

１回の間伐で約５年間，

公益的機能の持続が期待で

きる。

１haの森林を間伐する
と，約20m3の間伐材製品
が生まれる（スギ35年生）
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■県産材の安定供給体制（みやぎ材利用センター）
消費者や市場の求めに応じて良質な県産材製品を安定的に供給する「みやぎ材利用セン

ター」が，県内の木材生産，製材加工，木材販売業など約40事業体により設立。平成29
年1月現在，61の事業体が加盟している。

みやぎ材 注文（見積り） みやぎ材利用センター
需 要 者

建築資材部 土木資材部 合板資材部
（（株）仙台木材市場） (宮城県森林組合連合会) （石巻地区森林組合）

設計業者 需給情報の管理 生産者等の調整
大工・工務店
官公署 製品 ヤ ー ド
工事受注者 ・品質検査 センター登録会員

・県産材認証 製材業・木材加工業
木材販売業

納品（契約）

■新たな木材利用加工技術の開発
（林業技術総合センター）

安心・安全な住環境を求める消費者ニーズや
住宅性能の表示制度などに対応した，県産材に
よる新たな建築材料のほか，優れた性能・デザ
インを持つ内装材やリフォーム資材の開発を進
めている。

＜建築資材に用いた単板積層材(LVL)＞

■県産材の価格
現在，県産材の価格は為替動向により外材等に比べてやや割高な水準にある。しかし，

県産材と外材等が同水準にあった時期もあり，今後の為替動向によっては，有利な材料と
なり得る。

・県内市況（卸売価格） （m3当たり：H29.1現在）

規 格 長(m)×厚(cm)×幅(cm) 県産材（スギ人工乾燥材） 外材（ﾎﾜｲﾄｳｯﾄﾞ集成材）

3.0×10.5×10.5 ７５，６００ 円 ５５，９０７ 円

※資料：日刊木材新聞（東北地区標準相場）


